
実施計画書（設計説明書）

１ 実施計画の概要

(1) 事業の目的、内容、効果等実施計画の概要を記載すること。

(2) 規定計画または将来計画がある場合には、それらとの関連を明記すること。

(3) 県内における既実施事業の成果について記載すること。当該事業が別荘、住宅、マン

ション、研修所の分譲を目的とするものである場合には、販売状況、建築状況、これら

の調査時点を明らかにすること。

２ 計画地の面積、取得状況

(1) 開発区域内の土地の状況

(注) 地目の区分は公簿によること。ただし、公簿上の地目が農地以外の場合で、現況が

農地のときは、現況地目に基づく数値を各欄の下段に( )書きで再掲すること。

区 分

公 簿 面 積 実 測 面 積

既取得地
未取得

民有地

未取得

公有地
計 割 合 面 積 割 合

宅 地
㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ％ ㎡ ％

農

地

田

畑

採草放牧地

小 計

山 林

原 野

雑 種 地

公共公益用地

そ の 他

計



(2) 用地取得に関する事項

(注)１ 民有地について、用地取得の状況を記入すること。また、地番毎の取得状況を

一覧にした土地取得調書（別紙１）を添付すること。

２ 計画地内に公有地がある場合は、取得対象の公有地に関する調書（別紙２）を

添付すること。

(3) 地権者の同意状況

ア 面積（公簿）

(注) 開発行為の施行等の同意書（別紙３）を添付すること。

イ 地権者数

区 分 公簿面積 割 合 筆 数 権利者数

既 取 得 地

自己所有地
㎡ ％ 筆 人

賃 貸 等

契 約 済 地

小 計

取得予定地

買 収

賃 貸 等

契 約 済 地

小 計

計

①

全 民 有 地 面 積

②

既取得民有地面積

③＝①－②

未取得民有地面積

（要同意面積）

④

同 意 済 面 積

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

全 民 有 地 の 地 権 者 数

所 有 権 者 数 その他の権利者数 計

人 人 人



(4) 計画地の現状

(注)１ 調整地から最終の流末河川までを、系統ごとに級種、名称及び延長を記入する

こと。

２ 取付ける道路及び既設道路を進入路とする場合の既設道路で、拡幅計画がある

ときは、現況幅員及び拡幅後の幅員をそれぞれ記入すること。

標 高
最高地 ｍ ～ 最低地 ｍ

平 均 ｍ ～ 標高差 ｍ

傾 斜

状 況

勾 配 面 積 割 合 土 地 利 用 方 針

0度～15度
㎡ ％

15度～30度

30度～45度 造成面積○○㎡

(うち公共施設○○㎡、その他○○㎡)45度以上

地 層

地 質

の概要

河 川

○○○流域

面積 ha

全体面積の

％

流末経路

放流先 (例)

○○調整池 ○○調整池

↓ ↓

(普)○○川 (普)○○川

( km)↘ ↙( km)

(二)○○川

↓( km)

(二)○○川

↓( km)

海

中間経路

河川法上

の 河 川

又 は 海

計画地

へ の

交通路

取付ける

認定道路

道 線 （Ｗ＝ ｍ）

道 線 （Ｗ＝ ｍ）

進入路区間 Ｗ＝ ｍ Ｌ＝ ｍ 現況地目



(5) 土地利用規制現況等

(注)１ 上記のほか規制を受ける法令については、全て記入すること。

(例) 宅地造成等規制法、静岡県風致地区条例、静岡県立自然公園条例、静岡県砂防

指定地管理規則、静岡県地下水の採取に関する条例、急傾斜地の崩壊による災害

の防止に関する法律(急傾斜地崩壊危険区域)、地すべり等防止法(地すべり防止区

域)、建築基準法(災害危険区域)

２ 国土利用計画法の欄には、土地利用基本計画による地域区分の細区分を記入す

ること。

３ 農振法(農用地区域)の欄に該当する土地が含まれていない場合は、施行区域全

体について「当該計画区域内に農用地区域が含まれていない」旨の市町長の証明

書を添付すること。

４ 過去に農用地区域が含まれていた場合は、施行区域に係る市町農振整備計画変

更年月日(農振法第12条公告年月日)及び変更の種類(随時変更、定期変更の別)を

次により記載すること。

根 拠 法 令
規制の種別

(地域区分)

面 積

(小数第１位)
根 拠 法 令

規制の種別

(地域区分)

面 積

(小数第１位)

国土利用計画法
ha

森 林 法
ha

都 市 計 画 法 自然公園法

農 振 法

(農用地区域) ( )
文化財保護法

( )

農振整備計画変更年月日(12条公告) 変更の種類

年 月 日



３ 土地利用計画

(1) 施設計画の概要

住区街区の設定計画（分譲地、工業団地に係るもの）

(注)１ 営業用施設

分譲用宅地、ゴルフ場のホール等計画の主たる目的とした施設

２ 公共施設

要綱第２条第５号によること。

３ 公益的施設

要綱第２条第６号によること。

４ その他

１から３に区分されない施設、未利用地、残置森林、造成森林、造成緑地等

施 設 名 面 積 割 合 数量・規模等についての概要説明

(

自
己
用
を
含
む)

営
業
用
施
設

㎡ ％

小 計

公

共

施

設
小 計

公
益
的
施
設小 計

そ

の

他
小 計

合

計
100

街 区 数 街区 最大街区面積 ㎡ 街区最長辺長 ｍ

最大区画面積 ㎡ 最小区画面積 ㎡ 平均区画面積 ㎡

予定建築物 (例)住宅 集 会 所 ･･････ その他 合 計

区画数 (例) 120 ２ ･･････ １ 130



(2) 森林現況とりまとめ表

(注)１ ５条森林とは地域森林計画対象民有林のことであり、森林計画図により確認す

ること。

２ その他の欄には、田、畑、原野、宅地、竹林、土石採取跡地（経過残壁を含む｡)

等の面積を記入すること。

３ ５条森林以外の欄には、施行区域の面積から地域森林計画対象民有林の区域（保

安林を除く｡)の面積を除いた面積を記入すること。

なお、５条森林内にある道路、河川敷等の面積もこの欄に含めて記入すること。

４ 森林率の欄の残置森林面積及び造成森林面積は、施行区域内の残置森林面積及

び造成森林面積を記入すること。

５ 備考欄には、５条森林については樹種及び林齢を、５条森林以外については土

地利用現況を記入すること。

６ 住宅地を造成する場合には、森林率の算定に当っては造成緑地を加算すること。

７ 工区を設定する場合には、工区ごとに森林現況とりまとめ表を作成すること。

８ 施行区域を記入した森林計画図(写)及び立地調査結果通知書を添付すること。

(3) 開発率

施行区域の面積に対する現地形を変更する土地の面積の割合を記入すること。

区 分
現 況 Ａのうち形質変更予定面積

備 考
面 積(Ａ) 比 率 面 積(Ｂ) B/A

５

条

森

林

人工林
ha ％ Ha ％

天然林

その他

計 (Ｃ)

５条森林以外

合 計

森 林 率
残置森林面積＋造成森林面積 ha＋ ha

＝ × 100 ＝ ％
上記の(C)の欄の森林面積 ha

㎡
× 100 ＝ ％

㎡



４ 個別計画の明細

(1) 防災計画の明細

(注)１ 本工事の着手に先立って施行する防災工事の計画内容を明らかにすること。

２ 流末河川については、河川名を明示して現況流下能力の検討を行い、流下能力

が不足する箇所は、改修計画を明示するとともに、流域図、流出係数分布図、河

川断面を撮影した写真及び水理計算書を添付すること。

３ 工事中及び完成後の流出土砂量計算書を添付すること。

４ 調整池の容量計算書及び構造計算書を添付すること。

(2) 生活用水計画

(注) 「積算の基礎」の欄における最大給水量については、水道事業者から給水を受ける

場合は当該水道事業者の承諾に基づく数値を用い、自己水源を利用する場合は数値の

算出根拠を明らかにすること。

区 分 種 別 施 設 概 要(構 造 等)

河川改修

(河川・水路名) (例) Ｌ＝○○ｍ、Ｗ＝○○ｍ

防災施設

(調整池)

(砂防堰堤)

必要調整容量 Ｖ＝○○○m3

調整池容量 Ｖ＝○○○m3

必要堆砂容量 Ｖ＝○○○m3

沈砂池容量 Ｖ＝○○○m3

そ の 他

計画給水区分 給 水 量 等
積 算 の 基 礎

施設毎の給水人口等 最 大 給 水 量

計 画 年 次 年 (例)

分譲住宅

○区画(戸)×○人＝○人

ゴルフ場来客 ○人

従業員(通勤) ○人

１区画４人とする。

ℓ× 人＝ m3/日

ℓ× 人＝ m3/日

ℓ× 人＝ m3/日

計画給水人口 人

1 日 1 人当たり

給 水 量

最大 ℓ/日

平均 ℓ/日

1 日 当 た り

給 水 量

最大 ℓ/日

平均 ℓ/日

時間最大給水量 m3/時



(3) 工業用水計画

(4) その他の用水

生活用水、工業用水以外の用水を使用する場合は、上記の例に準じ説明すること。な

お、温泉利用計画がある場合は、水源、泉質、湧出量、温度、掘削箇所等について説明

すること。

(5) 水源及び水量

(注) 別紙４<例>の水利用フローシートを添付すること。

(6) 給水施設の明細

(7) 排水施設の明細

(注)１ 自然水(雨水)と雑用水(生活汚水)、計画地内と計画地外とに区分して排水系統

ごとに記入すること。

２ ４(1)に掲げた施設の再掲は不要である。

用 途
区 分 使 用 水 量 積 算 の 基 礎

ボ イ ラ ー 用 水
m3/日

原 料 用 水

製品処理及び洗浄用水

冷 却 用 水

温 調 用 水

そ の 他

計

水源の種類 水 量 等 備 考

水 道
水道の名称 最大受水量

分水または給水承諾書を添付すること。
m3/日

地 下 水
くみ上げ地点 最大取水量 別紙４の地下水等の利用計画書を添付

すること。m3/日

表 流 水
河川の名称 最大取水量 水利権許可書またはこれに準ずるもの

を添付すること。m3/日

施 設 区 分 規模・構造等についての説明

(例)貯 水 槽

給 水 管

施 設 区 分 規模・構造 積 算 の 基 礎 等

(例)調 整 池

排 水 溝



(8) 道路計画の明細

(注) 申請事業における道路計画を記載する。

改・新欄は、既設公道の改良のみ「改」、それ以外は新設として「新」を記入する。

既設公道を改良する場合は、改良前の幅員、延長、最小曲線半径を上段( )書きす

る。

(9) 一般廃棄物処理計画

ア 処理方法

イ 処理施設

(注)１ 備考欄には、施設の維持管理責任者及び処理水の水質等を記入すること。

２ 第三者に委託して処理する場合は、維持、修繕、災害復旧、その他の管理につ

いて明確にした契約書(写)等を添付すること。

ウ 生活雑排水の放流先河川等の名称及び利水状況等

(注) 河川等の名称の欄に放流河川から流末まで経路を記入の上、記載すること。

道路区分 改･新
事 業 後 の

道路管理者
幅員 延長

勾配 最小曲線

半 径

(計画)

交通量
備 考

最小 最大 平均

取付ける

認定道路

ｍ ｍ ％ ％ ％ ｍ 台/日○○道

○○○○線

進 入 路

幹線道路

支線道路

一般廃棄物の種類 月間排出量 処 理 方 法

し 尿

雑 排 水

ご み

一般廃棄物の種類 施 設 名 規模・構造 積算の基礎 備 考

し 尿

雑 排 水

ご み

河 川 等 の 名 称 水利権、漁業権、利水状況等 基 準 水 質 等



(10)産業廃棄物処理計画

ア 処理方法

(注)１ 他人に処理を委託する場合は、処理方法の欄に産業廃棄物処理業者を明記する

こと。

２ 欄外に廃棄物の減量化または再利用の方法を記入すること。

イ 処理施設

(注)１ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条、同政令第７条に基づいて記載する

こと。

２ 処理施設の平面図、設計計算書等を添付すること。

(11)消防用施設の明細

(12)その他の施設

５ 関連公共・公益的施設の整備

(注)１ 公共団体が管理する施設を整備する計画がある場合は、その計画について記入

すること。

２ 協議の状況には、当該施設の管理者との協議の状況を記入すること。

産業廃棄物の種類 月間排出量 処 理 方 法

廃棄物処理施設の種類 能 力 技 術 管 理 者 名

施 設 区 分 規模・構造 配 置 計 画

施 設 名 説 明

施 設 名 施設管理者 整備計画の明細 協 議 状 況



６ 公害防止対策

(1) 大気汚染

ア ばい煙発生施設

イ 一般粉じん発生施設

ウ 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出物質

(2) 水質汚濁

(3) ダイオキシン類対策

(4) 騒音

ばい煙発生施設の種類ばい煙濃度及び排出量
ばい煙発生施設の概要

（形式・能力等）
ばい煙の処理方法

一般粉じん発生施設の種類 施設の概要(規模等) 施設の使用及び管理の方法

ＶＯＣ排出施設

の 種 類

排出ＶＯＣ濃度(ppmC)

及 び 排 出 ガ ス 量

施設の概要(ＶＯＣの

種類・施設規模等)

ＶＯＣの処理

の 方 法

特定施設の種類 排出水の水質及び排出量
特定施設の概要

(形式・能力等)
汚水等の処理方法

特定施設の種類
排出ガス(水)中濃度

及び排出ガス(水)量

特定施設の概要

(形式・能力等)

排出ガス(水)の

処 理 の 方 法

特定施設の種類
特 定 施 設 の 概 要

(形式・能力等)
騒 音 防 止 の 方 法



(5) 振動

(6) 悪臭

(7) 工事中の騒音・振動

(8) 土壌汚染

(注) 平成３年８月23日付け環境庁告示第46号で示された物質による土壌汚染の可能性

の有無について、資料等による調査を実施すること。

なお、調査の結果、汚染の可能性があると判断された場合は、土壌調査を実施し、

必要な改善策を検討すること。

７ 文化財等の保護計画

(注)１ 保護の計画欄には、文化財の取扱いについて記載する。例えば、現状保存(公園、

その他)、発掘調査実施等。

２ 文化財分布調査結果報告書及び土地利用計画平面図に文化財の分布状況を示し

たものを添付すること。

３ 地元教育委員会の文化財に関する意見書を添付すること。

特定施設の種類
特 定 施 設 の 概 要

(形式・能力等)
振 動 防 止 の 方 法

特定施設の種類
特 定 施 設 の 概 要

(形式・能力等)
悪 臭 防 止 の 方 法

特定建設作業の種類
特定建設作業の概要

(機械の名称・形式・仕様)
騒音・振動防止の方法

事業計画地の土壌汚染に係る調査結果
土壌汚染に係る環境基準に適合しない土壌

の存在が明らかになった場合の改善対策

文化財の種類・名称 所 在 地 位 置 保 護 の 計 画



８ 切土盛土の土量集計

(注)１ 土量計算書を添付すること。

２ 計画地外からの土砂の搬入または計画地外への土砂の搬出がある場合は、採取

地又は捨土場所、運搬経路及び採取方法又は捨土方法について明記し、土砂搬入

経路図を添付すること。

９ 地盤・法面・擁壁等の安全対策

(1) 切土・盛土

(注) 盛土高の計算方法は、下図の例によること。

(2) 法面保護・擁壁

(注)１ 土質調査報告書を添付すること。

２ 擁壁その他の構造物については、構造計算書を添付すること。

(3) 地 盤

盛土高

切 土 盛 土
残 土

不足土
残土・不足土の処理方法

m3 m3 m3

区 分 最大切盛高 法 勾 配 備 考

切 土

盛 土

位 置 区 分 規模及び構造

改 良 箇 所 改 良 方 法



10 公園計画

面積、施設計画（植栽、遊戯施設等を含む）等を明示すること。

11 環境保全対策

(1) 自然環境の現況

ア 植生状況

計画地及びその周辺における植生状況を群集及び群集レベルの群落により現存植生

図を作成し説明すること。

イ 野生動物状況

計画地及びその周辺における野生動物状況を生息地、繁殖地、渡来地について説明

すること。

(2) 緑化計画

以下の緑化計画書により説明すること。

緑 化 計 画 書

１ 概 要

事業施行にあたり、自然環境保全に対する基本的な考え方及び緑化計画の要点を簡潔に

説明すること。

２ 表土の利用

３ 残置森林、造成森林、造成緑地等の管理方法

(1) 管理体制

（管理責任者名等を記入すること。）

(2) 管理方法

直営、委託、請負の別及び下刈り、間伐、病害虫防除、樹木の手入れ、芝刈等の

保育の内容を具体的に記載すること。

４ 緑化場所別一覧表

緑化計画については、建物周辺、幹線道路の緑地帯、法面及び駐車場等具体的に記入し、

緑化計画図の番号と一致させること。

表 土 量
客土等緑化工

への利用数量
残 量 備 考

m3 m3 m3
残土の処理方法などを記入すること。



(1) 残置森林

(注)１ 高木とは、成木に達したときの樹高が４ｍ以上の樹木をいう。

２ 補植しない場合、補植内容欄の記入は必要ない。

３ 15年生以下の森林は造成森林として扱う。

４ 残置森林内の無立木地、崩壊地、伐採跡地等は造成森林に含めない。

５ 森林率にカウントしない残置森林は、備考欄に「森林率に計上しない」旨記

入する。

緑 化 場 所 計

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

植

物

内

容

区 分 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種

高木

植栽時の樹高

3.0m以上

植栽時の樹高

1.5m～3.0m

植栽時の樹高

0.5m～1.5m

植栽時の樹高

0.5m未満

低木

植栽時の樹高

0.5m以上

植栽時の樹高

0.5m未満

合 計 本 本 本 本 本

備 考



(2) 造成森林

(3) 造成緑地

緑 化 場 所 計

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

植

物

内

容

区 分 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種

高木

植栽時の樹高

3.0m以上

植栽時の樹高

1.5m～3.0m

植栽時の樹高

0.5m～1.5m

植栽時の樹高

0.5m未満

計 本 本 本 本 本

密 度 /100㎡ /100㎡ /100㎡ /100㎡

低木

植栽時の樹高

0.5m以上

植栽時の樹高

0.5m未満

計 本 本 本 本 本

張芝、種子吹付等 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

備 考

緑 化 場 所 計

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

植

物

内

容

区 分 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種

低木

植栽時の樹高

0.5m以上

植栽時の樹高

0.5m未満

計 本 本 本 本 本

張芝、種子吹付等 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

備 考



12 工事中の災害、水質汚濁等の防止計画

土砂流出防止、土砂崩壊防止、水質汚濁防止、飲料水確保、交通安全対策、騒音対策、

粉じん対策等に区分して記載すること。また、施工管理体制を明らかにすること。

13 施設完成後の運営利用計画

施設完成後の利用見込み、収容人口、従業員の雇用計画について記載すること。生産計

画がある場合（工場、事業所等）は、生産品目ごとの計画生産量・従業員数を記載するこ

と。

また、施設利用について地元民に特に便宜を図る場合には、その方法を説明すること。

14 施設完成後の管理計画等

(注)１ ３土地利用計画(1)施設計画の概要に掲げた施設区分に従い、施設完成後の当該

施設の管理者及び管理方法等について記載すること。

２ 公共施設または公益的施設であって、公共団体に移管されないものについては、

その管理方法等を特に詳細に記載すること。

施 設 名 管 理 体 制 管 理 方 法

営
業
用
施
設

公

共

施

設

公
益
的
施
設

そ

の

他



15 資金計画

(1) 収支計画

(単位：千円)

(注) 処分収入にあっては、単価及び積算の基礎を科目欄に( )書きすること。

附帯工事費にあっては、工事の種別(緑化費等)を区分してそれぞれについて記入す

ること。

科 目 金 額

収

入

自 己 資 金

借 入 金

そ の 他

(権利金、入会金等)

処 分 収 入

宅 地 処 分 収 入

そ の 他 処 分 収 入

補 助 負 担 金

計

支

出

用 地 費

工 事 費

整 地 工 事 費

道 路 工 事 費

排 水 施 設 工 事 費

給 水 施 設 工 事 費

防 災 工 事 費

建 築 工 事 費

附 帯 工 事 費

事 務 費

借 入 金 利 息

計



(2) 年次別資金計画

(単位：千円)

(注) 収入について、調達方法を裏付ける書面（預金残高証明書、融資証明書等）の提出

を求める場合があるので留意すること。

年 次

科 目
年次 年次 年次 計

収

入

自 己 資 金

借 入 金

そ の 他

(権利金、入会金等)

処 分 収 入

宅 地 処 分 収 入

そ の 他 処 分 収 入

補 助 負 担 金

計

支

出

用 地 費

工 事 費

整 地 工 事 費

道 路 工 事 費

排 水 施 設 工 事 費

給 水 施 設 工 事 費

防 災 工 事 費

建 築 工 事 費

附 帯 工 事 費

事 務 費

借 入 金 利 息

計

借 入 金 の 借 入 先



(3) 年間収支計画

レクリエーション施設等完成した施設を拠点として事業活動を営む場合には、利用料

金、入場者数等を算定した上、年間収支計画を明らかにすること。

16 予定工期

17 宅地等の分譲方針

(1) 分譲対象地域、分譲の方法、予定対価等について説明すること。

(2) 建築協定(案)、緑化協定(案)、管理協定(案)を添付し、これらの方針を説明すること。

18 会員等の募集

会員の権利及び義務、会員の種別、募集時期、募集人員、拠出金の内訳、会員募集の実

施会社、施設の開設予定時期、会員権の販売方法及び保証委託契約の内容について説明す

ること。

なお、非会員の施設利用についても説明すること。

19 その他特記事項及び参考となる事項

関係機関、利害関係人等との協議書等を添付すること。

20 静岡県内に所有または経営する土地施設

県・市町土地利用対策委員会の承認を受けた施設等主要な施設の状況を説明すること。

21 業務経歴表（別紙５）

施行（予定）者についても提出のこと。

法人の登記事項証明書、定款、宅地建物取引業免許の写し等法令による資格証の写し及

び申請時直近の決算報告書を添付すること。

22 設計者業務経歴表（別紙６）

資格を証する書類を添付すること。

23 農薬使用・管理計画等

ゴルフ場（別表の第３の６の(1)の規定が適用されるゴルフ場。以下同じ｡)建設事業にあ

っては、下記の事項について明示すること。

工期区分 着 手 竣 功 工 期 備 考

(例)

全 体 計 画

第１期計画

年 月 年 月 ヶ月



(1) 農薬の使用についての基本的な考え方。

(2) 農薬使用・管理体制

(3) 農薬保管施設計画（建設場所、建設計画、規模・構造、施設管理者等）

(4) 農薬の取扱い（農薬の購入・管理体制・散布機器の種類・台数、農薬散布従事者の労

務管理体制、農薬散布管理体制）

(5) 芝生造成計画（芝草の種類、芝生造成の年次計画）

(6) 病害虫・雑草の防除計画（農薬の使用量を減らす具体策、年間農薬散布計画(別紙７)）

(7) 水質監視体制（水質監視方法、水質測定の実施方法）

(8) 施肥計画（年間施肥計画(別紙８)）

［備 考］

１ 実施計画書の判型はＡ４判とし、実施計画承認申請書（要綱様式第１号）と添付図面等

とを一件書類として適当な厚さに分冊して編綴すること。また、添付図書一覧表を作成し、

配布図面に○印を付けること。

２ 提出先及び提出部数は、正本１部を土木事務所経由で土地対策課に提出し、副本につい

ては別に定める実施計画申請書等提出先一覧表及び実施計画申請書等添付図書一覧表によ

り関係する課等に提出すること。

３ 縮尺については、規定した縮尺で１枚の図面に表示できない場合、小縮尺で表示しても

よい。



（参考）実施計画書（設計説明書）の添付図書等

１ 位置図（縮尺50,000分の１以上10,000分の１以下）

２ 計画地及び周辺の現況図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界及び周辺の土地利用現況（山林にあっては人工林と天然林に、農

地にあっては田と畑とその他農地とにそれぞれ区分すること。）及び法令による規制区域

（用途地域、農振地域、自然公園法の規制区域、地域森林計画対象民有林の区域、宅造規

制区域、河川区域、砂防指定地、風致地区、災害危険区域等）を明示すること。

また、周辺地域の道路、河川等の公共施設、民家等の分布状況も明示すること。

３ 土地利用計画平面図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界及び施設の配置計画を着色の上明示すること。住宅地等の分譲を

行う計画がある場合は区画ごとに番号、計画地盤高及び面積を明示すること。

また、地下水利用がある場合は、井戸等の位置を明示すること。

なお、設計図書に明示すべき事項及び用いる凡例は、「開発行為等事務処理要領別表１設

計図書等の作成要領」を参照すること。

４ 公図写

原則として計画地の全域を１枚の図面に表示し、計画地の境界、周辺の字界、公道及び

水路を示すこと。この場合、所有者名、地目及び地積は文字で記入し、国有道、水路、堤

敷はそれぞれ赤、青、薄墨色で着色すること。

５ 現況写真

全景を表すカラー写真

６ 現存植生図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界を明示の上、計画地及びその周辺における植生状況を群集及び群

集レベルの群落により着色の上明示すること。

７ 緑化計画平面図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界及び施設の配置計画を図示した上、現況植生の存置部分、造成森

林、造成緑地及び芝生又は種子吹付け部分に色分けすること。

また、緑化計画書の緑化場所別一覧表の緑化場所と対照できるように符号を付すこと。

８ 緑化模式図（縮尺400分の１以上、100分の１以下）

施設ごとの平面図及び断面の緑化模式図を作成すること。特に盛土、切土等による法面

の高さ、勾配等の状況が正確に把握できるように作図すること。



９ 地形勾配現況図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界及び施設の配置計画を図示したうえ、10メートル等高線ごとに地

形勾配15度以下、15度～30度、30度～45度、45度以上にそれぞれ区分し着色すること。さ

らに、地形勾配30度以上の地形を造成する部分については、別の色分けにより明示するこ

と。

なお、自然公園特別地域については、30メートルメッシュごとに地形勾配30パーセント

以下と30パーセントを越える部分に色分けしたものを別に作成すること。

10 造成計画平面図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界を明示の上、切土または盛土をする部分について、それぞれ黄色

と赤色に着色すること。なお、調整池、砂防ダム、擁壁、法面及び造成後の地盤高も明示

すること。

11 雨水排水計画平面図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界及び施設の配置計画を図示した上、排水区域の区域界、排水施設

の形状、規模、構造、流下方向、放流河川等を明示すること。

12 汚水排水計画平面図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界及び施設の配置計画を図示した上、汚水処理施設及び関連施設の

形状、規模、構造等を明示すること。

13 給水計画平面図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界及び施設の配置計画を図示したうえ、給水施設の形状、規模、構

造、井戸、計画地周辺の既設給水管の位置等を明示すること。なお、雨水排水計画平面図、

汚水排水計画平面図及び給水計画平面図は適宜兼用して作成してもよい。

14 工事中の防災計画図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界を明示したうえ、工事中の調整池、沈砂池、シガラ等防災施設を

図示すること。

15 道路計画平面図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

地形図に計画地の境界を明示した上、計画道路の計上、幅員、勾配、測点、中心線、構

造物、法面、ＩＰ、Ｒ、ＴＬ、ＣＬ、ＳＬ等を明示すること。また、計画区域外に関連す

る道路計画があれば併せて図示すること。

16 公共用地改廃対象図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以上）

道路、水路等の従前の公共施設及び新たな公共施設の状態（付替、存置、廃止、新設等）



が対比できるようにそれぞれ色分けすること。

17 現況地盤の横断図、完成後の横断図等

切土または盛土する部分について、それぞれ黄色と赤色に着色するとともに、擁壁等工

作物も図示すること。また、沢の埋立て等により連続盛土をする場合は、当該箇所の縦断

図も提出すること。

なお、ゴルフ場建設事業にあっては、全ホールの縦横断図を添付すること。

18 給水施設構造図

19 排水施設構造図

20 防災施設構造図

大規模な調整ダム（砂防ダムを含む。）を設置する場合は、ボーリングによる土質柱状を

併せて図示すること。

21 道路標準横断面図（縮尺50分の１以上）

22 道路構造図・縦横断図

23 廃棄物処理施設設計図書

24 汚水処理施設設計図書

25 がけの断面図（縮尺50分の１以上）

26 擁壁の構造図（縮尺50分の１以上）

27 芝生造成・農薬散布計画図（縮尺1,000分の１以上、50ヘクタール以上は2,000分の１以

上）

ゴルフ場建設事業にあたっては、地形図に計画地の境界及び施設の配置計画を明示のう

え、芝草の種類別植栽計画、農薬散布場所及び各調整池等の流域を図示すること。

28 農薬保管施設構造図

ゴルフ場建設計画について、提出すること。

29 その他知事が必要と認める図面



別紙１

土 地 取 得 調 書

(注)１ 土地取得の態様について、該当する項目を○で囲むこと。

２ 土地の所在欄には、市町・字・地番を個別に記入すること。

３ 未取得地がある場合は、取得契約年月日欄に未取得であることを明記すること。

４ 土地取得の状況を証する書類として、登記事項証明書の写しを別冊として１部提出すること。取得後未登記の場合は、売買契

約書、賃貸契約書等の写しを添付すること。これらの書類には、それぞれ土地取得調書の整理番号と同一の番号を付し、参照の

便を図ること。

土地取得

の 態 様

１.売 買 ２.賃借権 ３.地上権

４.その他( ) No.

整理

番号
土地の所在

公簿

地目

公 簿

面 積

現況

地目

実 測

面 積
現所有者名

取得契約

年 月 日

国土法第23

条に基づく

届出年月日

抵 当 権 等

その他の権利
備 考

㎡ ㎡



別紙２

取得対象の公有地に関する調書

(注)１ 土地の所在欄には、市町・字・地番を個別に記入し、未登記の土地については、○○地先～○○地先と記入すること。

２ 現況地目の欄には、宅地（造成地）、田、畑、山林及び原野（荒地）の別を記入すること。

３ 実測面積の欄には、地番別に測量が行われていない場合は、計（全体）を記入すること。

所有区分 土地の所在 公簿地目 公簿面積 現況地目 実測面積 廃止、付替等の別 備 考

市

有

町

㎡ ㎡

計

○○財産区有

計

国土交通省

計



別紙３

開発行為の施行等の同意書

年 月 日

開発者 住所

氏名 様

権利者 住 所

氏 名 印

電話番号

わたくしが権利を有する次の物件について、開発行為及び開発行為に関する工事を行うこと

に同意します。

なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議はありません。

物件の種類 所在及び地番 面 積 権利の種類 摘 要

㎡



別紙４

地下水等の利用計画書

事業者 施行区域

１日当たり水源内訳

区 分 水 量 (m3) 記 事

地 下 水

工 業 用 水

上 水

地 表 水

そ の 他

回 収 水

計

新

設

井

の

内

訳

地下水を使用する期間

年 月 ～ 年 月

地下水を採取する日数

日

年間最大日採取量

m3/日

既
設
井
の
あ
る
と
き
は
そ
の
内
容

年間最小日採取量

m3/日

年間平均日採取量

m3/日

側 管 等 揚 水 機 年間平均

日採取量

最 大

日採取量No. 深さ 口径 種類 口径 能力

m mm mm m3/分 m3/日 m3/日

側 管 等 揚 水 機 年間平均

日採取量

最 大

日採取量No. 深さ 口径 種類 口径 能力

m mm mm m3/分 m3/日 m3/日



〈例〉水利用フローシート

冷水池 製品冷却

冷凍機 機械類

排
水
処
理
施
設

受水層○○m3

○○水道 従業員飲料水 ○○m3/日

雑用水 ○○m3/日

事業所空調用水

○○m3/日

機械類冷却水

○○m3/日

製品冷却水

○○m3/日

製品洗浄水

○○m3/日

使用水量 ○○m3/日

使用水量 ○○m3/日

使用水量 ○○m3/

○ ○ m3/

○ ○ m3/

モ
ー
タ
ー

ポ
ン
プ

製 品

事業所クーリ
ング
タワー

使用水量 ○○m3/



別紙５

事業者、工事施行者の業務経歴表

(注) 法人の登記事項証明書、定款、宅地建物取引業免許の写し等法令による資格証の写し及

び申請時直近の決算報告書を添付すること。

氏 名

(名称及び代表者名)

住 所

(所 在 地)

営 業 種 目

創立後の沿革概要

よ
る
登
録

法

令

に

建 設 業 法

宅地建物取引業法

そ の 他

資 本 金 万円

主な取引銀行等

職
員
数

事務職 人 技術職 人

労務職 人 計 人

主要建設

機 械 の

種別台数

主

な

役

員

及

び

技

術

者

名

役 職 名 氏 名 年齢 在社年数 資格免許・学歴・その他

実

績

過
去
３
年
間
の
主
要
土
地
利
用
事
業
の

事 業 名

( 工 事 名 )

事 業 主 ・

元 請 下 請 の 別
場 所 面 積

着工年月日

完成年月日
工 事 高

㎡ 万円

備
考



別紙６

設計者業務経歴表

年 月 日

設計者 住 所

氏 名

電話番号

(注)１ 学歴の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入すること。

２ 資格を証する書類を添付すること。

学

歴

学 校 の 名 称
学部及び
学 科

所 在 地 修業年限

実

務

経

歴

勤 務 先 所 在 地 職 名 在職期間(合計 年 月)

年 月から 年 月まで

年 月から 年 月まで

年 月から 年 月まで

年 月から 年 月まで

設

計

経

歴

事 業 主 体 工事施行者 施 行 場 所 面 積
許認可の番号及び

年 月 日

㎡ 第 号

年 月 日

第 号

年 月 日

第 号

年 月 日

第 号

年 月 日

第 号

年 月 日



別紙７

年 間 農 薬 散 布 計 画

(注)１ 各月の欄に、散布時期を矢印で示し、１回当たりの散布面積を記入すること。

２ 全ての病害虫・雑草に対する使用全農薬を記載すること。

３ 芝生造成中及び造成後の両方の計画を示すこと。

場 所 病害虫･雑草名

使用農薬名・

倍率・単位面積

当たりの散布

量

１

月

２

月

３

月

４

月

５

月

６

月

７

月

８

月

９

月

10

月

11

月

12

月

合計使用量

(kg又はl)
備 考

グリーン

(㎡)

ティー

(㎡)

フェアウェ

イ

(㎡)

ラフ

(㎡)



別紙８

年 間 施 肥 計 画

(注)１ 各月の欄に、散布時期を矢印で示し、１回当たりの散布面積を記入すること。

２ 芝生造成中及び造成後の両方の計画を示すこと。

場 所
使 用 肥 料 名

(窒素､燐､カリウム含有率)

１

月

２

月

３

月

４

月

５

月

６

月

７

月

８

月

９

月

10

月

11

月

12

月

合計使用量 kg

(窒素、燐、カリ

ウム含有量)

備 考

グリーン

(㎡)

ティー

(㎡)

フェアウェ

イ

(㎡)

ラフ

(㎡)


